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１．平成19年2月期の業績（平成18年3月1日～平成19年2月28日）

(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満は切り捨てて表示しております。

 売上高 営業利益 経常利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年2月期 16,934 (△16.2) 92 － △39 － 

18年2月期 20,218 (△5.7) △533 － △750 － 

 当期純利益
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

自己資本

当期純利益率

総資産

経常利益率

売上高

経常利益率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

19年2月期 △8,878 － △288 99 － － △379.1 △0.2 △0.2

18年2月期 △1,301 － △71 12 － － △26.4 △2.9 △3.7

 (注) ①期中平均株式数 （普通株式） 19年2月期 30,888,097株 18年2月期 18,295,026株
   （優先株式） 19年2月期 20株 18年2月期 －株

 ②会計処理の方法の変更 有

 ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

 ④前事業年度の売上高には営業収入を含めております。

(2)財政状態  

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年2月期 12,856 217 1.8 △79 15

18年2月期 26,443 4,465 16.9 244 20

（注）①期末発行済株式数 （普通株式）19年2月期 38,309,500株 18年2月期 18,309,500株
  （優先株式）19年2月期 32株 18年2月期 －株

 ②期末自己株式数  (普通株式) 19年2月期 25,932株 18年2月期 22,345株 

   (優先株式) 18年8月中間期 －株 18年8月中間期 －株

２．平成20年2月期の業績予想（平成19年3月1日～平成20年2月29日）  

 売上高 経常利益 当期純利益

  百万円 百万円 百万円

中間期 11,696  532  393  

通　期 23,997  1,303  1,464  

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 　38円 26銭

 

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで
おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

-1-



５．個別財務諸表等
(1) 貸借対照表

第31期
（平成18年２月28日）

第32期
（平成19年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 1,207,588 854,178

２．売掛金  97,174 99,496

３．商品 18,190 14,850

４．仕込品 ※２ 381 －

５．店舗食材 ※２ 148,994 86,471

６　仕掛販売用不動産 ※３ 1,324,359 －

７．貯蔵品 14,275 9,417

８．前払費用  271,226 228,510

９. 未収入金  － 190,774

1０．立替金  27,187 695

1１．短期貸付金  156,255 220

1２．その他 190,708 2,072

貸倒引当金 △1,400 △1,200

流動資産合計 3,454,942 13.0 1,485,487 12.0

Ⅱ　固定資産

(1）有形固定資産

１．建物 ※３ 15,834,902 10,738,583

減価償却累計額 7,608,613 8,226,289 6,991,355 3,747,228

２．構築物 2,633,223 2,106,318

減価償却累計額 1,641,060 992,163 1,575,101 531,217

３．車両運搬具 85,508 47,726

減価償却累計額 47,366 38,142 43,652 4,074

４．器具備品 1,449,264 1,157,825

減価償却累計額 910,383 538,880 926,874 230,951

５．土地 ※３ 6,014,717 1,754,421

６．建設仮勘定 151,988 －

有形固定資産合計 15,962,180 60.4 6,267,892 50.4

(2）無形固定資産

１．借地権 316,468 43,118

２．ソフトウェア 15,310 19,766

３．電話加入権 54,497 23,060

４．その他 9,480 5,047

無形固定資産合計 395,756 1.5 90,993 0.7
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第31期
（平成18年２月28日）

第32期
（平成19年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(3）投資その他の資産

１．投資有価証券 ※３ 1,621,359 1,175,348

２．関係会社株式 430,100 133,000

３．出資金 220 220

４．長期貸付金 9,923 3,690

５．役員又は従業員長期
貸付金

29,368 16,207

６．関係会社長期貸付金 19,800 －

７．長期前払費用 179,303 160,000

８．差入保証金 4,294,705 3,016,918

９．長期未収入金  347,490 604,152

　　貸倒引当金 △309,649 △523,194

投資その他の資産合計 6,622,622 25.1 4,586,342 36.9

固定資産合計 22,980,559 87.0 10,945,228 88.0

Ⅲ　繰延資産

１．社債発行費 7,666 －

繰延資産合計 7,666 0.0 －  

資産合計 26,443,169 100.0 12,430,716 100.0
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第31期
（平成18年２月28日）

第32期
（平成19年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 ※１ 458,661 746,811

２．短期借入金 ※３ 6,170,000 －

３．一年内返済予定長期借
入金

※３ 3,952,060 1,166,666

４．一年内償還社債  100,000 －

５．未払金  ※１ 87,756 298,743

６．未払法人税等 96,900 123,141

７．未払費用 ※１ 864,481 355,839

８．商品券等 57,811 33,614

９．販売用不動産受入金  193,410 －

10. 預り金  ※１ 27,900 3,913

11．前受収益 57,428 23,606

12．賞与引当金 26,640 27,315

13．閉店損失引当金 － 169,514

14. その他 － 56,269

流動負債合計 12,093,049 45.7 3,005,437 24.2

Ⅱ　固定負債

１．社債 3,400,000 2,200,000

２．長期借入金  ※３ 5,226,254 5,833,333

３．預り保証金  ※１ 1,077,180 1,003,221

４．退職給付引当金  46,617 39,424

５．債務保証損失引当金 － 36,900

６. その他 134,257 94,603

固定負債合計 9,884,309 37.4 9,207,483 74.0

負債合計 21,977,359 83.1 12,212,920 98.2

（資本の部）

Ⅰ　資本金 ※４ 3,794,197 14.3 － －

Ⅱ　資本剰余金

１.　資本準備金  3,111,331  －  

資本剰余金合計 3,111,331 11.8 － －

Ⅲ　利益剰余金

１.　当期未処理損失 2,381,253 －

利益剰余金合計 △2,381,253 △9.0 － －

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

△45,786 △0.2 － －

Ⅴ　自己株式  ※５ △12,677 △0.0 － －

資本合計 4,465,810 16.9 － －

負債・資本合計 26,443,169 100.0 － －

-4-



第31期
（平成18年２月28日）

第32期
（平成19年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   － －  6,294,197 50.6

２．資本剰余金        

(1）資本準備金  －   5,611,331   

資本剰余金合計   － －  5,611,331 45.2

３．利益剰余金        

(1）その他利益剰余金        

 　 繰越利益剰余金　  －   △11,259,761   

利益剰余金合計   － －  △11,259,761 △90.6

４．自己株式   － －  △14,060 △0.1

株主資本合計   － －  631,706 5.1

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金

  － －  △356,328 △2.9

２．繰延ヘッジ損益   － －  △57,582 △0.4

評価・換算差額等合計   － －  △413,911 △3.3

純資産合計   － －  217,795 1.8

負債・純資産合計   － －  12,430,716 100.0
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(2) 損益計算書

第31期
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

第32期
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※１ 19,234,553 100.0 16,934,916 100.0

Ⅱ　売上原価

１．期首商品たな卸高 28,019 18,190

２．期首仕込品たな卸高 307 381

３．期首店舗食材たな卸高 146,987 148,994

４．当期商品仕入高 ※１ 573,013 188,808

５．当期店舗食材仕入高 6,510,319 5,801,391

合計 7,258,647 6,157,767

６．期末商品たな卸高 18,190 14,850

７．期末仕込品たな卸高 381 －

８．期末店舗食材たな卸高 148,994 7,091,080 36.9 86,471 6,056,444 35.8

売上総利益 12,143,472 63.1 10,878,471 64.2

Ⅲ　営業収入

１．賃貸料等収入 ※２ 983,627 983,627 5.1 － － －

営業総利益 13,127,100 68.2 10,878,471 64.2

Ⅳ　販売費及び一般管理費

１．広告宣伝費 963,782 171,529

２．役員報酬 88,392 55,339

３．給与手当 4,702,355 4,319,479

４．賞与引当金繰入額 26,640 27,315

５．貸倒引当金繰入額 400 －

６．福利厚生費 403,418 358,570

７．賃借料 3,296,796 2,391,405

８．水道光熱費 1,026,494 1,018,491

９．減価償却費 1,227,782 623,409

10．その他 1,924,421 13,660,483 71.0 1,820,265 10,785,806 63.7

営業利益又は営業損失
（△）

△533,383 △2.8 92,655 0.5
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第31期
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

第32期
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅴ　営業外収益

１．受取利息 21,538 17,148

２. 家賃収入　  ※２ 79,053 543,776

３．受取配当金  27,244 14,556

４．投資有価証券売却益  － 2,996

５．雑収入  42,431 170,268 0.9 46,383 624,860 3.7

Ⅵ　営業外費用

１．支払利息 298,683 229,589

２. 社債利息 64,385 20,704

３. 株式交付費　 － 20,144

４. 社債発行費償却 3,833 7,666

５．家賃収入原価 － 381,535

６．投資有価証券売却損 － 11,255

７．雑損失 20,135 387,037 2.0 86,500 757,395 4.4

経常損失 750,152 △3.9 39,870 △0.2

Ⅶ　特別利益

１．固定資産売却益  ※３ － 314,152

２．貸倒引当金戻入益 6,247 15,582

３．不動産分譲事業撤退益 － 124,789

４．投資有価証券売却益 71,557 －

５．保険解約差益 28,234 106,040 0.5 － 454,525 2.7

Ⅷ　特別損失

１．固定資産売却損 ※４ － 205,695

２．固定資産除却損 ※５ 566,908 356,577

３. リース契約解約損　  － 254,508

４. 賃貸借契約解約損  － 258,630

５. 債務保証損失引当金繰
入額

 － 36,900

６. 前期損益修正損 ※６ － 46,882

７. 減損損失 ※７ － 7,680,852

８. 閉店損失引当金繰入
額 

 － 169,514

９. 子会社株式評価損  － 150,250

10．その他 32,167 599,075 3.1 33,722 9,193,534 54.3

税引前当期純損失 1,243,187 △6.5 8,778,879 △51.8

法人税、住民税及び事
業税

 58,043 0.3  99,627 △0.6

当期純損失 1,301,231 △6.8 8,878,507 △52.4

前期繰越損失 1,080,022 －

当期未処理損失 2,381,253 －
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(3) 損失処理計算書及び株主資本等変動計算書

損失処理計算書

第31期
（株主総会承認日
平成18年５月30日）

区　　分 金　　額（千円）

Ⅰ　当期未処理損失 2,381,253

Ⅱ　次期繰越損失 2,381,253
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株主資本等変動計算書

第32期（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

  株主資本

 

 資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

 
その他

利益剰余金 利益剰余金

合計
  資本準備金

資本剰余金

合計

 繰越

利益剰余金

 平成18年２月28日　残高　 (千円) 3,794,197 3,111,331 3,111,331 △2,381,253 △2,381,253 △12,677 4,511,596

 事業年度中の変動額        

　 新株の発行 2,500,000 2,500,000 2,500,000    5,000,000

 　自己株式の取得      △1,382 △1,382

　 当期純損失    △8,878,507 △8,878,507  △8,878,507

　 株主資本以外の項目の

　 事業年度中の変動額（純額）
       

 事業年度中の変動額合計(千円) 2,500,000 2,500,000 2,500,000 △8,878,507 △8,878,507 △1,382 △3,879,890

 平成19年２月28日　残高　　(千円) 6,294,197 5,611,331 5,611,331 △11,259,761 △11,259,761 △14,060 631,706

 

 

 
評価・換算差額等

 
純資産合計

 
その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算差額等合

計

 平成18年２月28日　残高　　(千円)

　
△45,786 － △45,786 4,465,810

 事業年度中の変動額     

　 新株の発行    5,000,000

 　自己株式の取得    △1,382

　 当期純損失    △8,878,507

　 株主資本以外の項目の

　 事業年度中の変動額（純額）
△310,541 △57,582 △368,124 △368,124

 事業年度中の変動額合計(千円) △310,541 △57,582 △368,124 △4,248,014

 平成19年２月28日　残高　　(千円) △356,328 △57,582 △413,911 217,795
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

第31期

（自　平成17年３月１日

至　平成18年２月28日）

第32期

（自　平成18年３月１日

至　平成19年２月28日）

　当社は、平成17年11月30日に公表しましたように、不適

切な会計処理により過年度公表済財務諸表等を訂正した事

実により、社債及びシンジケートローンを含む借入金（以

下、「ローン」という）に関して期限の利益喪失（ローン

の即時返済）に係る請求の猶予（以下、「期限の利益喪失

猶予」という）を受けているとともに、当事業年度におい

て1,301,231千円の当期純損失を計上し、社債（平成18年

２月28日現在残高3,000,000千円）の財務制限条項に抵触

し期限の利益喪失（ローンの即時返済）に係る請求を受け

る可能性があり、継続企業の前提に重要な疑義が存在して

おります。

　当社は当該疑義を解消すべく、平成17年12月28日に訂正

報告書を提出し、また、当社の主要金融機関の支援のもと、

Ｍ＆Ａをも含むあらゆる資本増強の可能性を検討した結果、

平成18年５月15日に、株式会社コロワイド並びに株式会社

足利銀行、株式会社栃木銀行及び株式会社東和銀行と「事

業再構築に関する基本協定書」を締結いたしました。これ

により、飲食業たる本業への回帰を前提とした収益の改善、

財務体質の強化を目的とした飲食業以外のビジネスに係る

資産及び遊休資産の早期売却、不採算店舗の閉鎖、本部及

び店舗における経費の削減等を推進していきます。

　このような状況のなか、主要金融機関から当面のローン

の期限の利益喪失猶予及び短期借入金残高維持、また資金

不足が生じた場合の必要な金融支援に対してのご理解をい

ただいております。また、このような施策の結果、財務体

質の強化及び収益の改善を図ることにより、継続企業の前

提に関する重要な疑義を解消できるものと判断しておりま

す。

　財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記

のような重要な疑義の影響を財務諸表に反映しておりませ

ん。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　当社は、平成17年11月30日に不適切な会計処理により過

年度公表済財務諸表を訂正した事実及び前事業年度におい

て1,301,231千円の当期純損失を計上し、社債の財務制限

条項に抵触する可能性が生じることとなり、社債及びシン

ジケートローンを含む借入金に関して期限の利益喪失に係

る請求の猶予を受け、継続企業の前提に重要な疑義が生じ

ておりました。これを解消すべく、当社は、当事業年度に

おいて主要取引金融機関への無議決権優先株式総額

3,200,000千円の発行と株式会社コロワイドに対し普通株

式1,800,000千円及び転換社債型新株予約権付社債

2,200,000千円を発行し、株主資本の増強及び資金調達を

行い、株式会社コロワイドの子会社となりました。また、

事業再構築の具体的な施策として、遊休資産の売却を行い

ました。増資及び遊休資産売却により、前事業年度に生じ

ていた期限の利益喪失に係る請求の猶予を受けていた社債

及びシンジケートローンを含む借入金の全額について繰上

償還及び返済を行い、前事業年度末の有利子負債残高

18,748,314千円は、当事業年度末では9,200,000千円まで

減少しました。

　しかしながら、不採算店舗に係る減損損失の計上、遊休

資産の売却、福祉事業資産の売却、不採算店舗の閉鎖及び

業態変更を行った結果、減損損失、固定資産売却損及び固

定資産除却損等の多額の特別損失を計上したことにより当

事業年度において8,878,507千円の当期純損失を計上する

結果となり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在し

ております。

　当社はこのような状態を解消すべく、既存店舗のリニュー

アル及び業態変更を積極的に行うとともに、コロワイドグ

ループの飲食店経営のノウハウを活かした駅前型居酒屋中

心の出店加速による売上増加、グループのスケールメリッ

トによる飲食原価、内装費のコストダウン、管理体制の強

化による経費の削減により収益の改善を図っていく予定で

あります。また、平成19年３月31日に株式会社コロワイド

の子会社であるアムゼ株式会社を吸収合併したことにより、

居酒屋事業の店舗オペレーションの強化やメニュー開発・

店舗展開といった各機能の最適化、業態の相互活用、ロジ

スティック機能の一元化及び本部体制の共通化を推進し、

一層の収益力向上及びコスト削減を進めるとともに、株主

資本の充実が見込まれており、継続企業の前提に関する重

要な疑義を解消できるものと判断しております。

　財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記

のような重要な疑義の影響を反映しておりません。
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重要な会計方針

項目
第31期

（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

第32期
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

１．有価証券の評価基準及び
評価方法

１．子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

１．子会社株式及び関連会社株式
同左

２．その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　　決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入
法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

２．その他有価証券
　　　時価のあるもの

　　　　　決算日の市場価格等に基づく時
　　　　　価法（評価差額は全部純資産直
　　　　　入法により処理し、売却原価は
　　　　　移動平均法で算定）

　　　時価のないもの
　　　　移動平均法による原価法

　　　時価のないもの
同左

２．たな卸資産の評価基準及
び評価方法

  

(1）商品  月別総平均法による原価法 同左
(2）仕込品 月別総平均法による原価法 ―
(3）店舗食材  月別総平均法による原価法 同左

 　(4）仕掛販売用不動産
(5）貯蔵品

 個別法による原価法
 最終仕入原価法

―
同左

３．固定資産の減価償却の方
法

(1）有形固定資産 建物（建物附属設備を除く）のうち平成10
年４月１日以降に取得のものについては定
額法、それ以外のものについては定率法に
よっております。
なお、主な耐用年数は次の通りであります。
建物　　　　　　　　　　４～50年
構築物　　　　　　　　　10～35年

同左

(2）無形固定資産 定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、
社内における利用可能期間（５年）に基づ
いております。

同左
 

(3）長期前払費用 定額法 同左

４．繰延資産の処理方法
　 (1）社債発行費 商法の規定する最長期間（３年）で均等額

を償却しております。
 旧商法の規定する最長期間（３年）で均等
 額を償却しております。　

　   
  （2）株式交付費  －  支出時に全額費用計上しております。

 （会計処理の変更）
 　当事業年度より、「繰延資産の会計処理
 に関する当面の取扱い」（企業会計基準委
 員会　平成18年８月11日）を適用しており
 おります。
 　これによる損益に与える影響はありま
 せん。　

   

５．引当金の計上基準
(1）貸倒引当金 売掛金等債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しております。

同左

(2）賞与引当金 従業員賞与の支出に備えるため、将来の賞
与支給見込額のうち当期対応額を計上して
おります。

同左
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項目
第31期

（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

第32期
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

（3）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。
 なお、会計基準変更時差異（44,357千
円） については、５年による按分額を費用
処理しております。
数理計算上の差異は、各期の発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（４年）により按分した額をそれぞれ
発生の翌期から費用処理することとしてお
ります。

従業員の退職給付に備えるため、当期末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、各期の発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（４年）により按分した額をそれぞれ
発生の翌期から費用処理することとしてお
ります。

(4)債務保証損失引当金 ―
 
 

 債務保証に係る損失に備えるため、被保
証先の財務状態の実情を勘案し、損失見込
額を計上しております。

(5)閉店損失引当金 ―
 
 

 当事業年度末における閉店見込店舗の閉
店に伴い発生する損失に備えるため合理的
に見込まれる閉店関連損失見込額を計上し
ております。　
 (会計処理の変更）
  当社は、従来、店舗閉店に伴い発生す　
る損失は、店舗閉店時に計上しておりまし
たが、当事業年度より店舗閉店の意思決定
時におきまして、閉店により合理的に見込
まれる中途解約違約金及び原状回復費等の
閉店関連損失を引当計上する方法に変更い
たしました。
　この変更は、当事業年度下期以降、ノロ
ウイルスの流行や飲酒運転、駐車禁止に関
する規制強化等、飲食業を取り巻く環境が
大きく変化している中、当事業年度の下期
において、不採算店舗対策の抜本的な見直
しを行い、相当数の店舗を閉店する意思決
定をしたことを契機に、固定資産の減損損
失を計上するとともに閉店時に合理的に見
込まれる損失を引当計上することにより、
期間損益のより適正化を図るために行った
ものです。
　この変更により、特別損失の区分に閉店
損失引当金繰入額を169,514千円計上した
ため、従来の方法と比較し、税引前当期純
損失が同額多く計上されております。
　なお、この変更は、当事業年度の下期に
おいて相当数の閉店を意思決定したことを
契機に行ったものです。
　当中間会計期間は従来の方法によってお
りましたが、変更後の方法によった場合の
影響はありません。

６. リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。
 
 

 　　　　　　　  同左
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項目
第31期

（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

第32期
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

７．ヘッジ会計の方法 

 　（1）ヘッジ会計の方法

 
 特例処理会計の要件を満たす金利スワッ
プ取引及び金利キャップ取引について、
特例処理を採用しております。
 

 
繰延ヘッジ処理を採用しております。 
 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対
　　 象

　　　　 ヘッジ手段 

 

 　　　　ヘッジ対象

 

 

 
 

金利スワップ取引及び金利キャップ 

 

金利等の市場価格の変動により、将来の
キャッシュ・フローが変動するリスクのあ
る借入金。 

 

 
 

金利スワップ取引 

 

　　　　　　　　　同左 

 

 

 

　 （3）ヘッジ方針

 

 

 

金利の変動による将来のキャッシュ・フ

ローの変動を回避する目的で行っておりま

す。 

 

 　　　　　　　　 同左

 

 

 

　 （4）ヘッジ有効性評価の方

法 

 

 

金利スワップ及び金利キャップ取引につい

ては全て特例処理の要件に該当しているた

め、有効性の評価を省略しております。

　 

 

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期

間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相

場変動またはキャッシュ・フロー変動の累

計を比較し、両者の変動額を基礎にして判

断しております。

８．その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項

(1）消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 同左
(2）大型不動産開発事業に

係る支払利息の取得原
価への算入

大型不動産開発事業（総投資額20億円以
上 かつ開発期間が１年超のもの)に係る正
常な開発期間中の支払利息は取得原価に算
入しており、当事業年度における算入額は
19,993千円であります。　　　　　　　　
　

大型不動産開発事業（総投資額20億円以
上 かつ開発期間が１年超のもの)に係る正
常な開発期間中の支払利息は取得原価に算
入しており、当事業年度における算入額は
24,289千円であります。　　　　　　　　
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追加情報

第31期
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

第32期
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

 外形標準課税制度の導入について

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第９

号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日以

降 に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日　企業会計基準委員会　実務対

応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割および資本

割については、販売費及び一般管理費に計上しておりま

す。

　この結果、販売費及び一般管理費が38,000千円増加し、

営業損失、経常損失および税引前当期純損失がそれぞれ同

額増加しております。

 

　　　　　　　　　　　　―
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会計処理の変更

第31期

（自　平成17年３月１日

至　平成18年２月28日）

第32期

（自　平成18年３月１日

至　平成19年２月28日）

 

 

１.固定資産の減損に係る会計基準

　当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会　平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。

　これにより税引前当期純損失が7,680,852千円増加して

おります。

　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しておりま

す。

 

 ２.貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17

年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は275,378

千円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。

３.企業結合に係る会計基準等

　当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」（企業

会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基準第7号　平成17年12月

27日）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準

に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成

17年12月27日）を適用しております。これによる損益に与

える影響は軽微であります。

４.販売促進値引の計上区分

　従来、販売促進効果を目的とする販売促進値引を販売費

及び一般管理費の広告宣伝費として計上していましたが、

当事業年度より売上高の控除項目として処理する方法に変

更いたしました。

　この変更は、販売促進を目的とした割引券の発行が恒常

化した結果、従来は一時的な販売促進の性格を持っていた

当該広告宣伝費が、売上値引としての性格がより強くなっ

てきたことにより、売上高を適正に表示するために行った

ものであります。

　この変更により従来と同様の方法によった場合に比べ、

売上高、売上総利益、販売費及び一般管理費はそれぞれ

334,422千円減少しておりますが、営業利益、経常損失及

び税引前当期純損失への影響はありません。
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第31期

（自　平成17年３月１日

至　平成18年２月28日）

第32期

（自　平成18年３月１日

至　平成19年２月28日）

 

 

５．不動産賃貸収入及び不動産賃貸原価の計上区分

　従来、不動産賃貸収入は売上高、当該収入に対する原価

である不動産賃貸原価は販売費及び一般管理費の区分にお

いて処理しておりましたが、当事業年度よりそれぞれ営業

外収益、営業外費用の区分において処理する方法に変更い

たしました。

　この結果、従来と同様の方法によった場合と比べ、売上

高は543,776千円及び販売費及び一般管理費は、　　

381,535千円それぞれ少なく計上されておりますが、経常

損失及び税引前当期純損失に与える影響はありません。

　この変更は、当事業年度に、当社が株式会社コロワイド

の連結グループに加わったことを契機に、当社の会計処理

方法の見直しを行った結果、連結グループ会社の会計処理

の統一を図るためのものであります。  

 

 

６.投資有価証券売却損益の計上区分

　従来、投資有価証券売却損益は特別利益又は特別損失の

区分において処理しておりましたが、当上期に当社が、株

式会社コロワイドの連結グループに加わったことを契機に、

当社の会計処理方法の見直しを行った結果、連結グループ

会社の会計処理の統一を図るため、当事業年度より営業外

収益又は営業外費用の区分において処理することにいたし

ました。

　この結果、従来の方法と同一の方法によった場合と比べ、

経常損失は8,259千円少なく計上されておりますが、税引

前当期純損失に与える影響はありません。
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表示方法の変更

第31期
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

第32期
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

 

 

 

 （貸借対照表）

　前期までビルインテナントの売上金に関しては、「預け

金」として流動資産の「その他」に含めて表示しておりま

したが、当社が株式会社コロワイドの連結グループに加

わったことを契機に、当社の表示方法の見直しを行った結

果、コロワイド連結グループ会社の表示方法の統一を図る

ため、当期末において「売掛金」に含めて表示することに

いたしました。

なお、前期末の「預け金」の金額は118,810千円でありま

す。

  前期まで「未収入金」は、流動資産の「その他」に含め

て表示しておりましたが、当期末において資産の総額の100

分の１を超えたため区分掲記しました。

なお、前期末の「未収入金」の金額は67,159千円でありま

す。

  前期まで「預り保証金」は、固定負債の「その他」に含

めて表示しておりましたが、当期末において金額的重要性

が増したため区分掲記しました。

なお、前期末の「預り保証金」の金額は1,077,180千円で

あります。

  前期まで、未払水道光熱費等に関しては「未払費用」と

して表示しておりましたが、当社が株式会社コロワイドの

連結グループに加わったことを契機に当社の表示方法の見

直しを行った結果、コロワイド連結グループ会社の表示方

法の統一を図る為、当期末において「未払金」に含めて表

示することにいたしました。なお、前期末の未払水道光熱

費等の金額は468,008千円であります。

　（損益計算書）

　前期まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示しており

ました「受取配当金」は営業外収益の100分の10を超える

とになったため、当期より区分掲記しております。なお、

前期おける「受取配当金」の金額 17,070千円でありま

す。

 

　前期まで独立掲記しておりました営業外収益の「受取保

険金」（当期3,161千円）と「給与分担金」（当期9,257千

円）は、それぞれ営業外収益の100分の10以下となったた

め、当期より「雑収入」に含めて表示しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

項目
第31期

（平成18年２月28日）
第32期

（平成19年２月28日）

※１　関係会社に係る注記 　関係会社に対する

　負債合計　    　　　 　237,963千円

　関係会社に対する

　負債合計　  　        57,962千円

※２　仕込品・店舗食材

仕込品 関係会社工場において生産されるソース

等の製品であります。

―

店舗食材 直営店舗及びフランチャイズ店舗におい

て直接調理される食肉等の食材でありま

す。

同左

※３　担保提供資産

債務の担保に供している資

産

―

仕掛販売用不動産 722,643 千円

建物 1,112,622 

土地 5,209,826

投資有価証券 1,451,956

計 8,497,048

同上に対する債務の額 ―

短期借入金 3,768,106

長期借入金 6,167,614

(一年内返済予定分を含む)

関係会社の借入金 4,692,502

計 14,628,222

※４　授権株式数等

会社が発行する株式の総

数
　普通株式　41,600,000 株  ―

発行済株式の総数 　普通株式　18,309,500 株  ―

※５　自己株式 当社が保有する自己株式の数は、

普通株式  22,345 株であります。

 ―

　６　偶発債務 銀行借入金に対する保証 銀行借入金に対する保証

㈱日総トレード 105,000千円

㈲石川商事 69,810

㈱宮地ビール 17,000

従業員 4,290

計 196,100

 ㈲石川商事 24,854千円

  

  

  

　７　資本の欠損 資本の欠損の額は2,393,931千円

であります。

―

  ８　準備金による欠損てん補　 平成16年５月27日開催の定時株主

総会において下記の欠損てん補を

行っております。

 資本準備金　　　 345,243千円

 利益準備金　　　 572,101千円

　　 

―
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（損益計算書関係）

項目

第31期

（自　平成17年３月1日

 至　平成18年２月28日）

第32期

（自　平成18年３月1日

 至　平成19年２月28日）

※１　売上．仕入に係る注記 売上高及び当期商品仕入高の内、介護事

業の内訳は次のとおりであります。

介護事業売上高 260,260千円

介護事業原価 343,489千円

売上高及び当期商品仕入高の内、介護事

業の内訳は次のとおりであります。

介護事業売上高 138,242千円

介護事業原価 108,263千円

※２　関係会社に係る注記 賃貸料等収入 661,325千円

家賃収入 47,797千円

家賃収入 53,058千円

   

　　　特別利益の主な内訳

 ※３　固定資産売却益の内訳

―  

固定資産売却益の内訳は次のとおりであ

ります。

   

  

  

  

建物及び構築物 219,356千円

土地 9,240

その他 85,555

計 314,152

　　　特別損失の主な内訳   

※４  固定資産売却損の内訳 ―  固定資産売却損の内訳は次のとおりで

 あります。

    

   

   

   

 建物及び構築物 21,001 千円

 土地 174,443 

 その他 10,251 

　 計 205,695 

※５  固定資産除却損の内訳  固定資産除却損の内訳は次のとおりで

 あります。

 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

 あります。

  建物 411,612 千円

 構築物 45,254

 その他 110,041

 計 566,908

 建物及び構築物 143,996 千円

 器具備品 20,601 

 撤去解体費用等 157,845 

 その他 34,133 

   計 356,577 

※６　前期損益修正損の内訳 ―  前期損益修正損の内訳は次のとおりで

 あります。 　　　　　　

       過年度解約敷金・保証金  22,400 千円

過年度社会保険料 24,481 

   計 46,882 
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項目

第31期

（自　平成17年３月1日

 至　平成18年２月28日）

第32期

（自　平成18年３月1日

 至　平成19年２月28日）

※７　減損損失の内訳 ― 　　　　　　　　 当会計期間において、当社は以下の資産

について減損損失を計上しました。

  

用途

場所

　直営店舗

　栃木県46店舗

　群馬県15店舗

　埼玉県 8店舗

　福島県 8店舗

　宮城県 7店舗

　茨城県 7店舗

　その他28店舗

 種　類  金　　額

 建物

 構築物

 土地

 その他

 リース資産

  2,418,024千円

    321,339千円

    836,238千円

    252,709千円

    405,333千円

 計   4,233,644千円

用途

場所

 遊休資産他

 栃木県他

 建物

 構築物

 土地

 その他

 リース資産

    834,822千円

     81,172千円

  2,111,571千円

    297,790千円

    121,851千円

計   3,447,208千円

合　計   7,680,852千円

 当社はキャッシュフローを生み出す最

小単位として、直営店舗を基本単位とし

た資産のグルーピングを行っております。

また、遊休資産他については当該資産単

独で資産のグルーピングを行っておりま

す。上記のうち、直営店舗については営

業活動から生ずる損益が継続してマイナ

スである資産グループの帳簿価額を回収

可能価額まで減額し遊休資産他について

は市場価額が帳簿価額より著しく下落し

ている資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減損し、当該減少額

7,680,852千円を減損損失として特別損

失に計上しており、その内訳は上表のと

おりであります。また、資産グループ毎

の回収可能価額は使用価値と正味売却価

額を使用し、直営店舗については使用価

値、遊休資産他については 正味売却価

額により測定しております。使用価値は

将来キャッシュフローを資本コストの

2.34％で割り引いて算定し、正味売却価

額は固定資産税評価額を基本に算定して

おります。
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（株主資本等変動計算書関係）

第32期（自平成18年３月１日　至平成19年２月28日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

　　普　通　株　式　（注） 22,345 3,587 － 25,932

合　計 22,345 3,587 － 25,932

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加3,587株は、単元未満株式の買取による増加であります。

（リース取引関係）

 　有価証券報告書をEDINETにより開示する為、記載を省略しております。

（有価証券関係）

　前事業年度（自　平成17年３月１日　至　平成18年２月28日）及び当事業年度（自　平成18年３月１日　至　平

成19年２月28日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

第31期
（平成18年２月28日）

第32期
（平成19年２月28日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産 （千円）

　貸倒引当金損金算入限度超過額 123,569

　繰越欠損金 2,097,746

　その他 96,751

　繰延税金資産小計 2,318,068

　評価性引当金 △2,318,068

　繰延税金資産合計 －

　繰延税金負債 －

　繰延税金資産の純額 －

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産 （千円）

　貸倒引当金 216,478

  閉店損失引当金 68,653

  未払事業税 10,238

  減損損失 2,400,986

  債務保証損失引当金 14,944

　退職給付引当金 15,966

  繰越欠損金 2,709,589

  その他 115,830

　繰延税金資産小計 5,536,719

　評価性引当金 △5,536,719

　繰延税金資産合計 －

　繰延税金負債 －

　繰延税金資産の純額 －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳

　当事業年度については、当期純損失が計上されてい

るため、記載を省略しております。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳

　　　　　　　　　　同左

 　　（企業結合会計）

　　　当事業年度（自　平成18年３月1日　至　平成19年２月28日）

　　 （共通支配下の取引等関係）

　　　１　企業結合の概要

　　　　　　結合当事企業　　　　　株式会社日総トレード

　　　　　　事業の内容　　　　　　店舗の設計・施行・メンテナンス（事業休止中）

　　　　　　企業結合の法的形式　　当社を存続企業とする吸収合併方式

　　　　　　取引の概要　　　　　　当社は昨年、過年度に亘る不適切な会計処理が発覚し、その手口は、主として同社

を介して行われたものでした。今後二度とこのような事態を発生させないよう、株

式会社ジャスダック証券取引所に対して「改善報告書」（平成18年２月14日付）を

提出いたしました。その改善措置の「組織再構築に関する具体的な施策」として記

載した事項であります不適切な会計処理の温床となった同社を消滅させることを目

的として平成18年12月８日付で吸収合併しました。

　　　２　実施した会計処理の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）資産及び負債の会計処理

　　　　　　　　　　　　　　　　　当社は合併期日に以下の資産及び負債を受け入れています。

　流動負債 112,102千円

　固定負債  114,262千円

　資産　計  226,365千円

　流動負債  85,764千円

　負債　計  85,764千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）増加資本の会計処理

100％子会社である株式会社日総トレードを吸収合併したため、合併により増加する

株主資本はありません。なお、当社が保有していた株式会社日総トレード株式の帳

簿価額と株式会社日総トレードから受け入れた資産、負債の差額9,649千円をその他

特別損失に計上しています。
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（１株当たり情報）

第31期
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

第32期
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

１株当たり純資産額 244.20円

１株当たり当期純損失 71.12円

１株当たり純資産額 △79.15円

１株当たり当期純損失 288.99円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は潜在

株式は存在するものの、１株当たり当期純損失であるため

記載しておりません。　　　　　　　　　　

　（注）　１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

第31期
(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

第32期
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当期純損失（千円） 1,301,231 8,878,507

普通株主に帰属しない金額（千円） ― 48,000

（うち優先配当金）（千円）　　 （―）　 　　　　　　　　 　 （48,000）

普通株式に係る当期純損失（千円） 1,301,231 8,926,507

期中平均株式数（千株） 18,295 30,888

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

 

 

―

 

 

 

 

 第1回無担保転換社債型新株予約

 権付社債

 第1回優先株式

 第2回優先株式

 第3回優先株式

（重要な後発事象）

 

　　前事業年度（自平成17年３月１日　至平成18年２月28日）

　１．重要な契約の締結

    当社は、外食事業への特化・集中を柱とする事業の再構築に抜本的な措置を講じる観点から、自己資本の増

　強施策を検討してまいりましたが、平成18年５月15日開催の取締役会において、下記事項を骨子とする事業再

　構築に関する基本協定書を、株式会社コロワイド並びに株式会社足利銀行、株式会社栃木銀行及び株式会社

  東和銀行との間で締結することが決議され、同日締結いたしました。

(1) 無議決権優先株式、普通株式及び新株予約権付社債の発行

　　当社は、平成18年７月上旬を目処に、株式会社足利銀行、株式会社栃木銀行及び株式会社東和銀行に対し、

　無議決権優先株式 総額32億円を発行すると共に、株式会社コロワイドに対し、普通株式 18億円及び新株予約

　権付社債 22億円を発行する予定です。

　　これら無議決権優先株式、普通株式及び新株予約権付社債の内容等詳細につきましては、現在検討中である

  ため未定となっております。

　　なお、上記無議決権優先株式、普通株式及び新株予約権付社債の発行は、平成18年６月下旬開催予定の臨時

　株主総会において、発行に関する定款変更を含む必要議案が承認されることが前提となります。

(2) 無議決権優先株式、普通株式及び新株予約権付社債発行による手取資金の使途

  手取資金につきましては、有利子負債の返済及び店舗の閉店・業態変更費用等に充当する予定です。
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 　　２．重要な資産の譲渡 

  　　　　当社は、平成18年５月15日開催の取締役会において、下記の固定資産の譲渡を決議し、同日付で下記の内容

　　　　にて不動産売買契約を締結いたしました。

　　　　(1)当該事象の発生年月日

　　　　　　契約日　　　　　　　平成18年５月15日

　　　　　　物件受渡日　　　　　平成18年７月３日　

　　　　(2)当該事象の内容

　　　　　　譲渡物件　　　土地　　　宇都宮市陽東六丁目4205番、同市宝木本町藤岡2062番地

　　　　　　　　　　　　　建物　　　宇都宮市宝木本町藤岡2062番地、同市川田町1077番、日立市滑川町一丁目303番

　　　　　　　　　　　　　　　　　　地他

　　　　　　　　　　　　　その他　　上記に付帯する建物附属設備・構築物・借地権他

　　　　　　譲渡価額　　　815百万円

　　　　　　譲渡先　　　　株式会社ユニバーサル・レジャー・システム

　　　　　　譲渡前の使途　固定資産の賃貸 

　　　　(3)譲渡の目的

　　　　　　外食事業の特化・集中を進める観点から、賃貸用固定資産を譲渡するものであります。 

 

 　　３．重要な事業の譲渡  

　　　　　当社は、平成18年5月26日開催の取締役会において、下記のマンション事業の譲渡を決議し、下記の内容に

　　　　て契約の締結を行いました。 

 　　　　(1)当該事象の発生年月日　　　　　　

　　　　　　契約日　　　　　　　平成18年５月26日

　　　　　　譲渡日　　　　　　　平成18年５月26日

 　　　　(2)当該事象の内容

　　　　　　譲渡事業の内容　　　「ベルコート」（栃木県宇都宮市陽東六丁目）に関するマンション分譲事業

　　　　　　譲渡する事業の資産・負債の額（資産）　仕掛販売用不動産　1,308百万円　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（負債）　販売用不動産受入金　223百万円　　　　　　　　　　　

　　　　　　譲渡価額　　　　　　1,265百万円

　　　　　　譲渡の相手先　　　　東急リバブル株式会社

　　　　　　譲渡の目的　　　　　外食事業への特化・集中進める観点から、当該事業を譲渡するものです。　　　　 

         (3)当該事象の損益に与える影響

　　　　　　平成19年２月期決算において、約180百万円を特別利益として計上する見込みであります。

 　　　　

　　　４．重要な店舗の閉鎖

　　　　　　当社は、平成18年５月26日開催の取締役会において、一部店舗の閉鎖を決議致しました。

 

　　　　 (1)当該事象の発生年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　飲食事業７店閉鎖（予定）　　　　　　　　　　　　　平成18年６月

　　　　　　飲食事業１店閉鎖（予定）　　　　　　　　　　　　　平成18年７月

　　　　　　飲食事業17店・介護福祉事業２店閉鎖（予定）　　　　平成18年８月

         (2)当該事象の内容

　　　　　　閉鎖店舗の内容　　　　飲食事業　　　　北海道　　　　４店　　　　東北地方　　　　６店

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　関東地方　　　15店　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　25店

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　福祉介護事業　　東北地方　　　１店　　　　中部地方　　　　１店

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　２店

         (3)当該事象の損益に与える影響

　　　　　　平成19年２月期決算において、約1,610百万円を特別損失として計上する見込みであります。
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 　　　　　閉鎖店舗の規模

　　　　　　飲食事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）　　

 

閉鎖店舗

（平成18年2月期）

（Ａ）

連結損益計算書

（平成18年2月期）

比率

（Ａ）/（Ｂ）

個別損益計算書

（平成18年2月期）

（Ｃ）

比率

（Ａ）/（Ｃ）

 　売　上　高 1,430百万円 20,417百万円 7.0％ 20,218百万円 7.1％ 

 　経常利益 △209百万円 △823百万円 －％ △750百万円 －％ 

 

 　　　　　 介護福祉事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）

 

閉鎖店舗

（平成18年2月期）

（Ａ）

連結損益計算書

（平成18年2月期）

（Ｂ）

比率

（Ａ）/（Ｂ）

個別損益計算書

（平成18年2月期）

（Ｃ）

比率

（Ａ）/（Ｃ）

　 売　上　高 51百万円 20,417百万円 0.3％ 20,218百万円 0.3％ 

 　経常利益 △36百万円 △823百万円 －％ △750百万円 －％ 

 　　　　　店舗閉鎖の理由　　　経営資源の集中による業務効率の早期改善を図るため、不採算店舗の閉鎖を予定する

　　　　　　　　　　　　　　　 ものです。　　

 

 

　当事業年度（自平成18年３月1日　至平成19年２月28日）

　

当社とアムゼ株式会社は、平成19年3月29日開催の臨時株主総会における合併契約書の承認決議を得て、平成19年３月

31日をもって合併いたしました。 

 

 （１）結合当事企業の名称

　　 　アムゼ株式会社

 （２）事業内容

 　 　 東北地区における直営・ＦＣ飲食チェーン（カラオケ店含む）及びレンタルビデオ店の経営

 （３）企業結合の法的形式 

       当社を存続会社とする吸収合併方式

 （４）結合後企業の名称

　　 　株式会社ジクト

 （５）取引の概要

　     株式会社コロワイドグループとして北関東・東北地区で事業を展開する両社のノウハウを統合し、より

       効果的な業態・店舗開発及び本部運営を目的として平成19年３月31日付でアムゼ株式会社と合併しており

       ます。

 （６）実施する会計処理の概要

      「企業統合に係る会計基準」「（企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書）」（企業会計審議会 

       平成15年10月31日）三　企業結合に係る会計基準　４　共通支配下の取引等の会計処理を適用します。
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６．役員の異動

 

 （１）代表者の異動

　　　宮田　永善　平成18年６月30日辞任

　　　木村　　環　平成18年６月30日就任

　

（２）その他の役員の異動

　　　取締役

　　　（退任）

　　　白沢　道男　平成18年３月31日辞任

　　　近能　欣充　平成18年９月15日辞任

　　　柴田　裕巳　平成19年３月29日辞任

　　　（就任）

　　　太田　一義　平成18年６月30日就任

　　　安野　　真　　　　　〃

　　　石原正二郎　平成19年３月29日就任

　　　小澤　俊治　平成19年３月31日就任

 　　　

　　　監査役　

　　　（退任）

　　　春山　高治　平成19年６月30日辞任

　　　内野　直忠　　　　　〃

　　　松島　安平　　　　　〃

     （就任）

　　　井元　進一　平成18年６月30日就任

　　　野尻　公平　　　　　〃

　　　宇夫方兼治　　　　　〃

　　　（退任予定）

　　　井元　進一
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